
ひろむ法律事務所　報酬基準（抜粋）　　　　　２０２６年５月１日より

報酬の種類

　法　律　相　談 相談料 ３０分ごとに５０００円

金銭請求事件（手形小切手訴訟を除く）

３００万円以下は
８％
ただし最低金額１０万円

３００万円を超え３０００万円以下は ５％＋９万円

３０００万円を超え３億円以下は ３％＋６９万円

３億円を超える場合 ２％＋３６９万円

３００万円以下は １６％

３００万円を超え３０００万円以下は １０％＋１８万円

３０００万円を超え３億円以下は ６％＋１３８万円

３億円を超える場合 ４％＋７３８万円

不動産の明渡し、動産の引渡し請求事件 着手金 20万円

報酬金

その他の不動産・動産関係事件（登記手続請求等）

３００万円以下は
８％
ただし最低金額１０万円

３００万円を超え３０００万円以下は ５％＋９万円

３０００万円を超え３億円以下は ３％＋６９万円

３億円を超える場合 ２％＋３６９万円

３００万円以下は １６％

３００万円を超え３０００万円以下は １０％＋１８万円

３０００万円を超え３億円以下は ６％＋１３８万円

３億円を超える場合 ４％＋７３８万円

　民事調停事件（その他裁判外ＡＤＲを含む） 着手金 「金銭請求事件」の３分の２の額、ただし最低金額１０万円。

報酬金 「金銭請求事件」に準ずる。

　示　談　交　渉 着手金 「金銭請求事件」の３分の２の額、ただし最低金額１０万円。

報酬金 「金銭請求事件」に準ずる。

無審尋が予想される定型的事件 着手金 「金銭請求事件」の２分の１の額、ただし最低金額１０万円。

本案事件を受任した場合 報酬金 受領しない。本案終了後に、本案事件の報酬として受領する。

本案事件を受任しない場合

　　本案の目的を達成した場合 報酬金 「金銭請求事件」に準ずる。

　　本案の目的を達成していない場合 報酬金 「金銭請求事件」の４分の１の額とする。

着手金 「金銭請求事件」の３分の２の額、ただし最低金額１０万円。

本案事件を受任した場合 報酬金 受領しない。本案終了後に、本案事件の報酬として受領する。

本案事件を受任しない場合

　　本案の目的を達成した場合 報酬金 「金銭請求事件」に準ずる。

　　本案の目的を達成していない場合 報酬金 「金銭請求事件」の３分の１の額とする。

示談交渉 着手金 20万円

金銭給付がない場合 報酬金 30万円

金銭給付があるか、排斥した場合 報酬金 30万円に「金銭請求事件」に準じて計算した額を加える。

労働局のあっせん、団体交渉、ADR 着手金 25万円

報酬金 「示談交渉」に準ずる。

労働審判 着手金 30万円

報酬金 「示談交渉」に準ずる。

労働訴訟 着手金 40万円

報酬金 「示談交渉」に準ずる。
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（断行の仮処分、地位保全の仮処分等）

報　　酬　　額　　の　　基　　準
（弁護士役務に課せられる消費税額相当金額は含まない。）
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２５万円
なお、訴訟から引き続き明渡し断行の強制執行に移行した場合は、報酬金とし
て５万円を追加し、強制執行事件の着手金・報酬金は受領しない。

事件の経済的な利益 着手金

事　　　件　　　名

事件の経済的な利益

受けた利益



報酬の種類
報　　酬　　額　　の　　基　　準

（弁護士役務に課せられる消費税額相当金額は含まない。）
事　　　件　　　名

行政事件訴訟 着手金 ３０万円～２００万円　　＊事件の難易を勘案して決定する。

報酬金 ５０万円～４００万円　　＊事件の難易を勘案して決定する。

３００万円以下は
８％
ただし最低金額１０万円

３００万円を超え３０００万円以下は ５％＋９万円

３０００万円を超え３億円以下は ３％＋６９万円

３億円を超える場合 ２％＋３６９万円

３００万円以下は １６％

３００万円を超え３０００万円以下は １０％＋１８万円

３０００万円を超え３億円以下は ６％＋１３８万円

３億円を超える場合 ４％＋７３８万円

示談交渉 着手金

　　金銭給付がない場合 報酬金 ２０万円

　　金銭給付がある場合 報酬金

調停事件 着手金 「示談交渉」に準ずる。

報酬金 「示談交渉」に準ずる。

訴訟事件 着手金

　　金銭給付がない場合 報酬金 ３０万円

　　金銭給付がある場合 報酬金

示談交渉

　　相手方１～３名 遺産２０００万円以下は ３０万円以上

遺産２０００万円を超え１億円以下は ４０万円以上

遺産１億円を超える場合 ５０万円以上

　　相手方４～６名 遺産２０００万円以下は ４０万円以上

遺産２０００万円を超え１億円以下は ５０万円以上

遺産１億円を超える場合 ６０万円以上

　　相手方７～９名 遺産２０００万円以下は ５０万円以上

遺産２０００万円を超え１億円以下は ６０万円以上

遺産１億円を超える場合 ７０万円以上

　　相手方１０名以上 遺産２０００万円以下は ６０万円以上

遺産２０００万円を超え１億円以下は ７０万円以上

遺産１億円を超える場合 ８０万円以上

　　解決までの期間１年未満 遺産１０００万円以下は ６０万円以上

遺産１０００万円を超え５０００万円以下は 入手財産の３％＋３０万円以上

遺産５０００万円を超える場合 入手財産の２％＋８０万円以上

　　解決までの期間１年～３年未満 遺産１０００万円以下は ８０万円以上

遺産１０００万円を超え５０００万円以下は 入手財産の５％＋３０万円以上

遺産５０００万円を超える場合 入手財産の４％＋８０万円以上

　　解決までの期間３年以上 遺産１０００万円以下は １００万円以上

遺産１０００万円を超え５０００万円以下は 入手財産の７％＋３０万円以上

遺産５０００万円を超える場合 入手財産の６％＋８０万円以上

調停事件・審判事件 着手金 「示談交渉」に準ずる。

報酬金 「示談交渉」に準ずる。

成年後見等申立事件 着手金

報酬金 受領しない。
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事件の経済的な利益

受けた利益

１０万円に「金銭請求事件」に準じて計算した額を加算。
ただし、その額が２０万円未満なら２０万円。

３０万円。
ただし、財産分与・慰謝料等の金銭給付も同時に求める場合は４０万円。

２０万円。
ただし、財産分与・慰謝料等の金銭給付も同時に求める場合は３０万円。

２０万円に「金銭請求事件」に準じて計算した額を加算。
ただし、その額が３０万円未満なら３０万円。
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報酬金

報酬金
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着手金
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着手金

報酬金

20万円
ただし、親権関係、財産関係、鑑定の要否その他の事情を勘案し、協議により増
額できる。



報酬の種類
報　　酬　　額　　の　　基　　準

（弁護士役務に課せられる消費税額相当金額は含まない。）
事　　　件　　　名

　破　産　事　件 報酬金 いずれの場合も受領しない。

通常管財事件 着手金

簡易管財事件 着手金 ３０万円

非事業者の自己破産 着手金 ３０万円

通常民事再生事件 着手金

報酬金 着手金の２分の１の金額

個人民事再生事件 着手金 ３０万円

報酬金 １０万円

　任意整理事件 着手金 債権者１社当たり２万５０００円

報酬金

起訴前の事件 着手金 ３０万円

不起訴 報酬金

求略式命令 報酬金

起訴後の事案簡明な事件 着手金 ３０万円

刑の執行猶予 報酬金

求刑の刑が軽減された場合 報酬金

起訴後の上記以外の事件 着手金 ３０万円以上

無罪 報酬金 ５０万円以上

刑の執行猶予 報酬金 ３０万円以上

求刑の刑が軽減された場合 報酬金 ２０万円以上

検察官上訴が棄却された場合 報酬金 ３０万円以上

　裁判上の手数料　　証拠保全 手数料 ３０万円

会社の資本金、資産、負債の額及び関係者の数等の事件の規模に応じ、
５０万円以上の金額で依頼者と協議の上定める。

会社の資本金、資産、負債の額及び関係者の数等の事件の規模に応じ、
200万円以上の金額で依頼者と協議の上定める。

事
業
者
の
自
己
破
産

民
事
再
生
事
件

刑
事
事
件 ２０万円。

債権者の請求金額と和解金額の差額の１０～１６％相当の金額
なお、過払金の返還を受けた場合は、その２割を別途受領

３０万円。
ただし、被告人が禁固以上の刑確定で失職するような場合、５０万円。

２０万円。
ただし、被告人が禁固以上の刑確定で失職するような場合、５０万円。

３０万円。
ただし、被告人が禁固以上の刑確定で失職するような場合、５０万円。



報酬の種類
報　　酬　　額　　の　　基　　準

（弁護士役務に課せられる消費税額相当金額は含まない。）
事　　　件　　　名

契約書類及びこれに準ずる書類の作成

定型的な契約書 経済的利益１０００万円未満 ５万円～10万円

経済的利益１０００万円以上 １０万円～30万円

非定型的な契約書 手数料

内容証明郵便作成

弁護士名の表示がない場合 手数料 ２万円

弁護士名の表示がある場合 手数料 ３万円

遺言書作成

定型的なもの 手数料 １０万円～20万円

非定型的なもの 経済的利益１０００万円未満 ２０万円～40万円

　（複雑・特殊事情は、協議の上増額） 経済的利益１０００万円以上５０００万円未満 30万円～50万円

経済的利益５０００万円以上 50万円以上

顧問料

事業者 月額 ３万円以上

非事業者 月額 １万円（年額１２万円）以上

日　当

仙台地裁の各支部管轄地域（気仙沼支部を除く） ２万円（交通費込み）

仙台地裁気仙沼支部および日帰り可能範囲 ３万円（ただし、交通費は別）

宿泊を要する地域 １回の出張当たり５万円（ただし、交通費は別）

◎ 報酬の増減

○ 事件の難易度等による増減

・
・

○ 継続受任による減額

・

○ 共同受任の場合の増額

・

◎ 事件の範囲

・

◎ 経済的利益について

・

・

◎ 辞任・解任等の際の処理

・

◎ 消　費　税

・
上記報酬基準には、消費税法（昭和６３年法１０８）に基づき弁護士の役務に対して課せられる消費税の額に相当する金額を含まな
い。

弁護士報酬は、事件１件ごとに定めるものとし、裁判上の事件は審級ごとに、裁判外の事件等は当初依頼を受けた事務の範囲をもっ
て１件とする。裁判外の事件が裁判上の事件に移行したときは別件とする。

当面取り立てができない場合についても、事案を勘案し、依頼者との協議により報酬を受領することができる。

分割払いが定められた事件にあっては、その２年分を現実に入手した金銭とする。

事件等の処理が、解任、辞任または委任事務の継続不能により、中途で終了したときは、依頼者と協議の上、委任事務処理の程度
に応じて清算する。

裁
判
外
の
手
数
料

手数料

手数料

定型的な契約書の手数料を参酌して、協議の上決する。

いずれの事件においても、事件の難易、要する労力や期間、顧問関係の有無に応じて着手金・報酬等を増減額することができる。
また、一旦報酬を決めた場合でも、事件等が特に重大で複雑なとき、審理もしくは処理が著しく長期にわたるとき、または受任後同
様の事情が生じたときは、依頼者との協議の上で、弁護士報酬を増額することができる。

事件が、示談交渉から調停、示談交渉または調停から訴訟等に進展した場合に、示談交渉や調停等から引き続き事件を受任する場
合は、後の事件の報酬は、適宜減額する。

実質的に弁護士２名以上の共同で事件を受任する場合には、１．５倍の金額を基準として適宜増額する。


